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セントレードＭ．Ｅ．株式会社の会社分割による新設会社の 

株式取得（子会社化）に関する株式譲渡契約締結のお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、セントレードＭ．Ｅ．株式会社（東京都台東区、

代表取締役：松嵜博之、非上場、以下「ＣＭＥ」という。）の会社分割による新設会社の全

株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

 

記 

 

 

１．株式取得の経緯  

当社は、音楽映像、ゲーム等のパッケージソフト、及び関連商品の卸売販売を主力

に事業を展開しておりますが、最近はこれらに加えＤＶＤプレイヤー、携帯型音楽プ

レイヤー、ヘッドフォンをはじめとする音響映像関連機器やバラエティグッズ、輸入

菓子、日用雑貨等を今後の当社の新たな中核商品として拡充を図るべく事業を展開し

ております。 

一方、ＣＭＥは、昭和 59 年 11 月に電子部品卸売販売を主力事業とする神田電子工

業株式会社（東京都台東区、代表取締役：八角正平、非上場）の輸出入事業部を分離・

独立するかたちで設立され、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等の記録メディア製品の卸売販売、

ＤＶＤプレイヤー、ブルーレイディスクプレイヤー、ワンセグチューナー、携帯型音

楽プレイヤーやモバイルＷｉＦｉルーター等をＣＭＥオリジナルの「ＡＶＯＸ」とい

うブランドで海外生産・輸入し、国内においてカメラ量販店、家電量販店、ホームセ

ンター、大手レンタルチェーン等に販売を行っております。また、最近ではスポーツ

関連の屋外施設や商業施設、商店街等、従来の水銀灯に代わる照明として屋外型大型

ＬＥＤ照明機器の製造販売、施工工事も手がけ、ＬＥＤ照明に力を入れております。 

こうした背景のもと、当社は、ＣＭＥの主力商品である音響映像関連機器の取り扱

いに関する協議の中で、資本提携によりＣＭＥが持つ音響映像関連機器や通信機器を

中心に白物家電を含めた製品開発や海外生産のノウハウと当社グループの販売網を活

用することで、当社グループの商社機能の強化と競争力の強化につながると判断し、

株式譲渡契約の締結に至りました。 

ＣＭＥはＬＥＤ照明関連事業を除くＡＶ事業（記録メディア、音響映像関連機器、

通信等デジタル機器等の製造輸入販売事業）に係る資産・負債及び権利･義務に限定し

て新設分割により設立する新設会社にＡＶ事業を承継させ、当社がこの新設会社の全

株式を取得し、当社の完全子会社として事業を継続してまいります。 

  



 

 

２．新設会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ＣＳＭＥ 

（２） 本 店 所 在 地 東京都台東区台東１丁目２４番９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松嵜博之（予定） 

（４） 事 業 内 容 記録メディア製品、デジタル電子機器製品の製造輸

入販売 

（５） 資 本 金 未定 

※確定次第、速やかに開示いたします。 

（６） 設 立 年 月 日 平成 27年６月１日（予定） 

 

３．ＣＭＥの会社概要 
（１） 名 称 セントレードＭ．Ｅ．株式会社 
（２） 本 店 所 在 地 東京都台東区台東１丁目２４番９号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 松嵜博之 
（４） 事 業 内 容 記録メディア製品、デジタル電子機器製品、ＬＥＤ

の製造輸入販売 
（５） 資 本 金 243 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 59 年 11 月 30 日 
（７） 当社と当該会社との

関係 
資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 
関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数  0 株 
（議決権の数 :     0 個） 

（２） 取 得 株 式 数 
未定 
（議決権の数 :未定） 
※確定次第、速やかに開示いたします。 

（３） 異動後の所有株式数 

未定 
（議決権の数 :未定） 
（議決権所有割合：100％） 
※100％取得する予定ですが、取得株式数が確定次

第、速やかに開示いたします。 
 

５．株式取得の日程 

平成 27年４月 28 日 取締役会決議 

平成 27年４月 28 日 株式譲渡契約書締結 

平成 27年６月１日 会社分割の効力発生日（予定） 

平成 27年６月１日 株式譲受（予定） 

 

６．今後の見通し  

今後の連結業績に与える影響については、確定次第、速やかに適時開示いたします。 

 

以上 


